
予算決算第１ 1／5 
 

 平成２６年９月２５日 

宗像市議会 

議 長 吉 田 益 美 様 

予算決算第１特別委員会 

委員長 神谷 建一 

 

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 

本委員会に付託された下記事件の審査結果を宗像市議会委員会条例第

３７条の規定により報告します。 

 

記 

 

第67号議案 平成２５年度宗像市一般会計歳入歳出決算認定につい

て 

 

 地方自治法の規定により、平成２５年度宗像市一般会計歳入歳出決算

が、監査委員の意見を付けて議会の認定に付されたものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 決算の概要 

歳入決算額 ３４９億９，４５２万円（前年度比３．０％増） 

   歳出決算額 ３４４億９，３７８万円（前年度比３．３％増） 

 

２ 歳入 

 歳入は、市税や使用料・手数料などの自主財源と、地方交付税や国県

支出金、市債などの依存財源に分けられる。 

主な内容は次のとおり。 

（１）自主財源 

  市税において、市民税、固定資産税、及び都市計画税の税収増は、個

人市民税の納税義務者の増加、一部の法人の業績の向上、及び新築家屋

の評価分の増加などによるものである。そのほか、軽自動車税及びたば

こ税も、軽自動車の登録台数の増加や、たばこ税の制度改正による県か

ら市への税源移譲のため増加している。 

その他の自主財源では、繰入金は、防災対策事業への財政調整基金の

繰入れ、及びかのこ債の満期一括償還に伴う減債基金の繰入れに伴い増

加している。一方、諸収入は、県市町村災害共済基金組合の解散に伴う

精算金や、市町村宝くじ配分金の減少に伴い減少している。 

（２）依存財源 

  地方交付税において、普通交付税の減少は、保健衛生費、高齢者福祉

費、及び公債費などにかかる基準財政需要額が増加したが、市税等の基

準財政収入額がそれ以上に増加したことによるものである。また、特別

交付税の減少は、過疎対策事業債の取扱いに変更が生じたためである。 

 

３ 歳出 

 歳出を性質別に見ると、公債費は、繰上償還の実施により償還利子が減

少しているが、市債の発行額の増加に伴って償還元金が増加している。ま

た、東郷駅駅前広場整備事業、漁港整備事業、観光物産館整備事業等の事

業費の増加により投資的経費が増加した。その他、指定避難所の資機材の

整備等に伴い、物件費が増加した。ほか、特定環境保全公共下水道事業に、

２５年度から地方公営企業法を適用し、下水道事業会計において処理する

こととしたため、繰出金が減少し、補助費等が増加している。 

 所管部別での主な内容は次のとおり。 

 

（１）都市戦略室（３億１，８００万円） 

  市の認知度向上のためのメディア戦略を行い、新聞に４３９件掲載さ

れ、テレビでは８１回放映された。新市１０周年記念事業本部を立ち上
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げ、年間を通し１２の事業を実施した。市民協働による情報発信とし

て、市民記者や広報アドバイザーとともに、市民目線の分かりやすい

記事作成などを行った。定住化のための助成制度は当初見込みを大き

く上回り、家賃補助制度は５００人を超す転入者があった。 

（２）総務部（２１億９，４００万円） 

職員研修では、複数のテーマから受講を選択できる研修体制を整え

た。ふれあいバス・コミュニティバスの路線と時刻の大幅な変更を行

い、前年度と比べ１万９，４９３人の利用増につながった。防災訓練

をコミュニティ単位で１２回、自治会単位で１４４回実施した。指定

避難所の防災力強化のため、全指定避難所に日用品及び資機材を整備

した。 

（３）経営企画部（９３億４，１００万円） 

  ファイナンシャル・プランナーによる生活再建のための相談業務で

は、新規に４５件の相談を受け付け、約３，０００万円の市税等の納

付につながった。行財政改革のため６７のプランに取り組み、６８．

７％のプランが目標を達成した。公共施設の最適配置、更新及び維持

管理（アセットマネジメント）の推進のため、公共施設白書を作成し

た。世界遺産登録推進のため、子ども向け映像ソフトの続編を制作し

た。 

（４）市民協働・環境部（５５億７，６００万円） 

協働のまちづくりのため、市民活動推進プランの進行管理により各

種施策の推進を図った。男女共同参画意識の向上を図るため、市民活

動団体と協働で、啓発事業・チャレンジ支援事業などを実施した。海

の道むなかた館の周辺整備工事及び西館改修工事を行った。宗像ミア

ーレ音楽祭を開催し、約２万３，１００人が参加した。浄楽苑宗像斎

場の増築棟整備及び既存棟改築が完了した。 

（５）子ども部（４３億９，９００万円） 

子ども基本条例の周知・啓発を進めるとともに、子どもの主体性を

視点においた体験活動の場として、子どもプレーパーク事業を開始し

た。子ども基本条例に基づく「子どもの権利相談室」を開設し、延べ

１１９件の相談があった。県からの権限移譲による、未熟児養育医療給

付と保健指導等の業務を新たに実施した。子ども・子育て支援新制度に

基づく市町村事業計画の策定のため、アンケート調査を実施した。 

（６）健康福祉部（５３億２，３００万円） 

  法改正に伴い、災害時要援護者支援制度を見直し、避難行動要支援者

支援事業として改めて制度設計を行った。がん検診では、新たに胃がん

リスク検査と子宮頸がんＨＰＶ検査を行った。 

（７）都市建設部（２１億５，９００万円） 

  土地利用の指針となる第２次国土利用計画の原案や、景観を維持・保

全するための景観計画及び景観条例の最終案を作成した。公共工事の総

括的な監理業務を行う建築技術者 1人を雇用し、良質な品質管理やコス

ト管理などを行い、業務改善につなげることができた。県道改良事業に

ついては、尾園踏切の高架部分が完了し、２５年１２月に開通した。 

（８）産業振興部（２０億７，３００万円） 

地域と行政が一体となって旅行商品の企画及び販売を行い、市外から

約４，０００人の観光客を誘致した。農業の新たな担い手を積極的に発

掘育成するため、本市独自の新規就農研修を開講した。大島・地島の住

民組織とともに各種の離島振興事業を実施し、約２，５００人が参加し

た。県内のほかに、広島や東京などにおいて、トラフグを中心に販路拡

大を行い、新たな取引の開拓や宗像への旅行客誘致につなげた。 

（９）教育部（２７億２，３００万円） 

小中一貫教育については、２５年度に市内全校での調査研究を終え、

成果と課題について、附属機関を立ち上げて検証を行った。学力の向上

を図るため、ＩＣＴ機器を小学校７校、中学校３校に導入し、電子黒板

は３３台を配置した。市民図書館では、須恵分館のリニューアル効果も

あり、前年度と比較して、来館者数は約８，０００人増加し、貸出冊数

も約１万４，６００冊増加した。 

 

４ 基金残高（普通会計） 

公共施設修繕等基金は、地域の元気臨時交付金のうち３億７８０万円を
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積み立てたため増加したが、減債基金は、かのこ債の満期一括償還のた

めに２億３，０００万円を取り崩したため減少した。平成２５年度末の

基金残高は２０５億７，４８０万円で、財政安定化プランでの見込みよ

り３３億５，３００万円多く保有している状況である。 

 

５ 財政指標（普通会計） 

 経常収支比率は、市税や各種交付金、臨時財政対策債の増加によって

歳入が増加しているが、それ以上に、物件費や補助費等の増加によって

歳出が増加しているため、前年度と比べて０．８ポイント上昇している。

実質公債費比率は、公営企業や一部事務組合の元利償還金等の減少、及

び基準財政需要額に算入される公債費等の充当財源の増加のため、前年

度と比べて０．６ポイント低下している。 

 

【意  見】 

（反対意見） 

・職員は、多岐にわたる事業を少ない人数で本当によくこなしていると

思う。予算決算委員会での資料は、そういう職員の頑張りがよくわか

るものにしてほしい。定住化推進事業は、医療費の無料化や学童保育

などいろいろなソフト事業と家賃補助制度等を併せもって推進して、

成果が上げられるようにしてほしい。全体的には、住民の皆さんの健

康や安全を守っていくという地方自治の原則に立ち返り、事業を見直

してほしい。 

・東部観光拠点施設整備事業については、平成２５年度予算の審議の際

に議会へ提供された地域との合意に関する情報が、実際はその通りで

はなく問題があったと思う。全体を通して、費用対効果など事業の実

施結果の検証が十分かどうか疑問を感じる。市職員は、多忙感の中で

浮き足だって仕事をしているように感じる。大変なときだからこそ、

やはり地に足をつけてやってもらいたい。 

・市の事業について、どこまで全面的に先の見通しを持って行われてい

るのか疑問に感じる。市職員は壁にぶつかりながら一生懸命仕事をし

ていると思う。決算審議は、そういう職員の頑張りをアピールする場で

ある。そして、私たち議員は、悪戦苦闘して頑張る職員の姿を知り審議

することで、一緒に宗像市をもっといい市にしたいと思う。また、人事

考課制度は、市職員がどれだけ市民に奉仕しているのかという観点で見

直してほしい。 

 

（賛成意見） 

・歳入面では市税の伸び悩みや地方交付税の減少、歳出面では社会保障費

など民生費の増加、そして今後は大型の公共施設の更新時期を迎える。

このままでは、来年度以降の財政状況はさらに悪化すると想定される。

このような状況の中だからこそ、市長の手腕が発揮されるものと期待す

る。２５年度の決算結果を踏まえ、２７年度は、市民が安心して行政サ

ービスが受け続けられるような予算が編成されることを信じる。 

・家賃補助制度は、３年間の定住にはつながっているが、そのあと戸建て

の購入等へはつながっていない。現状分析をしながら、戸建ての購入等

へつなげるシナリオを作成してもらいたい。また、ほかの自治体と比べ

てアクセス数が伸び悩んでいる市ホームページは、危機感を持って一刻

も早く更新し、情報政策についての重要性を改めて認識してもらいたい。 

 

【審査結果】 

委員会は賛成多数で認定した。 

 

 

第76号議案 平成２６年度宗像市一般会計補正予算（第１号）につい

て 

 

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３，６６５万７千円を減額し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ３４８億４，６２３万８千円とするととも

に、債務負担行為の追加及び地方債の変更を行うものである。 
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【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 歳入の主なもの 

（１）地方特例交付金は、交付額の確定により７６７万円増額。 

（２）地方交付税は、普通交付税の交付額の確定により、１億４，４４

７万円増額。ただし、前年度決算額と比較するとマイナス５％、３億

５，３０５万円の減である。 

（３）国庫補助金のうち、土木費補助金は、社会資本整備総合交付金の

内示額に対して減額となったため減額。総務費補助金は、離島体験交

流施設整備事業に関して、辺地計画の見直しにあわせて辺地対策事業

債への財源の振り替えを行ったため減額。 

（４）県支出金では、県道宗像福間線の整備事業における市道の取りつ

けに当たって、従前は県が直接施工していたものを市が行わざるを得

ないこととなったため、新たに２，１００万円を計上している。緊急

雇用創出事業臨時特例基金事業補助金の増額分は、全額アセットマネ

ジメント策定事業費に充当し、公共施設カルテの作成などを行う。 

（５）寄附金の増額は、株式会社まちづくり宗像からの寄附や、スペシ

ャルオリンピックス全国大会への寄附の増額によるもの。 

（６）市債は、合併特例債のほか、あわせて１億８，０１０万円を増額。

なお臨時財政対策債は、前年度と比較するとマイナス６．６％、１億

９８０万円の減である。 

 

２ 歳出の主なもの 

（１）総務費 

行政情報化事業費の増額は、個人番号制度の導入に伴うシステム改

修を行うもの。 

（２）民生費 

スペシャルオリンピックスの全国大会開催補助金は２，２００万円

を見込んでおり、この財源には、ふるさと寄附金２，０００万円、一

般財源２００万円を充てる。 

障害者地域生活支援事業費の増額は、障害児放課後等デイサービス事

業について、新たに中央中学校の敷地内に施設整備を行うものである。 

（３）衛生費 

予防接種事業費は、水痘及び高齢者肺炎球菌ワクチンの接種に対し 

て公費助成を開始するため増額する。 

（４）農林水産業費 

  漁港整備事業費の増額は、主に鐘崎漁港の護岸施設整備や灯標の設置

を行うものである。 

（５）商工費 

  正助ふるさと村管理運営費は、もやいの家１階のトイレの改修を行う

ために増額する。 

（６）土木費 

  東郷日の里線道路改良事業費は、社会資本整備総合交付金の要望額の

減額に伴い、事業費自体を減額する。 

（７）教育費 

自由ヶ丘小学校、地島小学校の法面対策等の検討に当たって、地質調

査や測量設計を行うため、小学校施設改修事業費を増額する。 

 

【審査結果】 

委員会は全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

【事業評価対象事業抽出について】  

 

 議会による事業評価を行うための対象事業として、以下の１６事業を抽

出した。 

 

 総務常任委員会所管分 

組織運営事業・安全衛生事業・都市戦略推進事業・シティプロモーシ

ョン事業・市民課窓口事務事業・学校情報化事業 
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 社会常任委員会所管分 

まちづくり交付金事業・男女共同参画推進センター事業・学童保育

所管理運営事業・子ども育成推進事業 

 

 建設産業常任委員会所管分 

離島振興事業・離島振興施設運営事業・花、緑のあるまちづくり事

業費・観光拠点施設管理運営事業・観光プラットフォーム事業・離

島遊休地利活用事業 


